
使用者は、労働者が女性であることを理由として、賃金について、男性と差別的取扱いをしてはならな

い。 

関係法令の詳細（抜粋） 

 

 

 

○第４条（男女同一賃金の原則） 

 

 

 

○第５条（強制労働の禁止） 

 

 

 

○第１５条（労働条件の明示） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第２４条（賃金の支払） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第３２条（労働時間） 

 

 

 

 

（ 参 考 ） 

使用者は、労働者に、休憩時間を除き一週間について四十時間を超えて、労働させてはならない。 

２ 使用者は、一週間の各日については、労働者に、休憩時間を除き一日について八時間を超えて、労働

させてはならない。 

使用者は、暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体の自由を不当に拘束する手段によつて、労働者の意思

に反して労働を強制してはならない。 

 

使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければ

ならない。この場合において、賃金及び労働時間に関する事項その他の厚生労働省令で定める事項につい

ては、厚生労働省令で定める方法により明示しなければならない。 

２ 前項の規定によつて明示された労働条件が事実と相違する場合においては、労働者は、即時に労働契

約を解除することができる。 

３ 前項の場合、就業のために住居を変更した労働者が、契約解除の日から十四日以内に帰郷する場合

においては、使用者は、必要な旅費を負担しなければならない。 

賃金は、通貨で、直接労働者に、その全額を支払わなければならない。ただし、法令若しくは労働協

約に別段の定めがある場合又は厚生労働省令で定める賃金について確実な支払の方法で厚生労働省令で

定めるものによる場合においては、通貨以外のもので支払い、また、法令に別段の定めがある場合又は

当該事業場の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、労働者の過半数で組織す

る労働組合がないときは労働者の過半数を代表する者との書面による協定がある場合においては、賃金

の一部を控除して支払うことができる。 

２ 賃金は、毎月一回以上、一定の期日を定めて支払わなければならない。ただし、臨時に支払われる

賃金、賞与その他これに準ずるもので厚生労働省令で定める賃金（第八十九条において「臨時の賃金

等」という。）については、この限りでない。 

労働基準法 



○第３２条の２（労働時間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第３２条の３（労働時間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労 

働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者との書面による協

定により、又は就業規則その他これに準ずるものにより、一箇月以内の一定の期間を平均し一週間当たり

の労働時間が前条第一項の労働時間を超えない定めをしたときは、同条の規定にかかわらず、その定めに

より、特定された週において同項の労働時間又は特定された日において同条第二項の労働時間を超えて、

労働させることができる。 

２ 使用者は、厚生労働省令で定めるところにより、前項の協定を行政官庁に届け出なければならない。 

使用者は、就業規則その他これに準ずるものにより、その労働者に係る始業及び終業の時刻をその労働

者の決定に委ねることとした労働者については、当該事業場の労働者の過半数で組織する労働組合がある

場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数

を代表する者との書面による協定により、次に掲げる事項を定めたときは、その協定で第二号の清算期間

として定められた期間を平均し一週間当たりの労働時間が第三十二条第一項の労働時間を超えない範囲

内において、同条の規定にかかわらず、一週間において同項の労働時間又は一日において同条第二項の労

働時間を超えて、労働させることができる。 

一 この項の規定による労働時間により労働させることができることとされる労働者の範囲 

二 清算期間（その期間を平均し一週間当たりの労働時間が第三十二条第一項の労働時間を超えない範

囲内において労働させる期間をいい、三箇月以内の期間に限るものとする。以下この条及び次条にお

いて同じ。） 

三 清算期間における総労働時間 

四 その他厚生労働省令で定める事項 

２ 清算期間が一箇月を超えるものである場合における前項の規定の適用については、同項各号列記以外

の部分中「労働時間を超えない」とあるのは「労働時間を超えず、かつ、当該清算期間をその開始の日

以後一箇月ごとに区分した各期間（最後に一箇月未満の期間を生じたときは、当該期間。以下この項に

おいて同じ。）ごとに当該各期間を平均し一週間当たりの労働時間が五十時間を超えない」と、「同項」

とあるのは「同条第一項」とする。 

３ 一週間の所定労働日数が五日の労働者について第一項の規定により労働させる場合における同項の

規定の適用については、同項各号列記以外の部分（前項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）

中「第三十二条第一項の労働時間」とあるのは「第三十二条第一項の労働時間（当該事業場の労働者の

過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合が

ない場合においては労働者の過半数を代表する者との書面による協定により、労働時間の限度につい

て、当該清算期間における所定労働日数を同条第二項の労働時間に乗じて得た時間とする旨を定めたと

きは、当該清算期間における日数を七で除して得た数をもつてその時間を除して得た時間）」と、「同項」

とあるのは「同条第一項」とする。 

４ 前条第二項の規定は、第一項各号に掲げる事項を定めた協定について準用する。ただし、清算期間が 



 

 

○第３２条の３の２（労働時間） 

 

 

 

 

 

 

○第３２条の４（労働時間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用者が、清算期間が一箇月を超えるものであるときの当該清算期間中の前条第一項の規定により労働

させた期間が当該清算期間より短い労働者について、当該労働させた期間を平均し一週間当たり四十時間

を超えて労働させた場合においては、その超えた時間（第三十三条又は第三十六条第一項の規定により延

長し、又は休日に労働させた時間を除く。）の労働については、第三十七条の規定の例により割増賃金を支

払わなければならない。 

使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労

働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者との書面による協

定により、次に掲げる事項を定めたときは、第三十二条の規定にかかわらず、その協定で第二号の対象期

間として定められた期間を平均し一週間当たりの労働時間が四十時間を超えない範囲内において、当該協

定（次項の規定による定めをした場合においては、その定めを含む。）で定めるところにより、特定され

た週において同条第一項の労働時間又は特定された日において同条第二項の労働時間を超えて、労働させ

ることができる。 

一 この条の規定による労働時間により労働させることができることとされる労働者の範囲 

二 対象期間（その期間を平均し一週間当たりの労働時間が四十時間を超えない範囲内において労働さ

せる期間をいい、一箇月を超え一年以内の期間に限るものとする。以下この条及び次条において同

じ。） 

三 特定期間（対象期間中の特に業務が繁忙な期間をいう。第三項において同じ。） 

四 対象期間における労働日及び当該労働日ごとの労働時間（対象期間を一箇月以上の期間ごとに区分

することとした場合においては、当該区分による各期間のうち当該対象期間の初日の属する期間（以

下この条において「最初の期間」という。）における労働日及び当該労働日ごとの労働時間並びに当

該最初の期間を除く各期間における労働日数及び総労働時間） 

五 その他厚生労働省令で定める事項 

２ 使用者は、前項の協定で同項第四号の区分をし当該区分による各期間のうち最初の期間を除く各期間

における労働日数及び総労働時間を定めたときは、当該各期間の初日の少なくとも三十日前に、当該事

業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組

織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者の同意を得て、厚生労働省令で定め

るところにより、当該労働日数を超えない範囲内において当該各期間における労働日及び当該総労働時

間を超えない範囲内において当該各期間における労働日ごとの労働時間を定めなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、労働政策審議会の意見を聴いて、厚生労働省令で、対象期間における労働日数の限

度並びに一日及び一週間の労働時間の限度並びに対象期間（第一項の協定で特定期間として定められた

期間を除く。）及び同項の協定で特定期間として定められた期間における連続して労働させる日数の限

度を定めることができる。 

４ 第三十二条の二第二項の規定は、第一項の協定について準用する。 

一箇月以内のものであるときは、この限りでない。 



○第３２条の４の２（労働時間） 

 

 

 

 

 

○第３２条の５（労働時間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第３３条（災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第３４条（休憩） 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用者が、対象期間中の前条の規定により労働させた期間が当該対象期間より短い労働者について、当

該労働させた期間を平均し一週間当たり四十時間を超えて労働させた場合においては、その超えた時間

（第三十三条又は第三十六条第一項の規定により延長し、又は休日に労働させた時間を除く。）の労働につ

いては、第三十七条の規定の例により割増賃金を支払わなければならない。 

 

使用者は、日ごとの業務に著しい繁閑の差が生ずることが多く、かつ、これを予測した上で就業規則そ

の他これに準ずるものにより各日の労働時間を特定することが困難であると認められる厚生労働省令で

定める事業であつて、常時使用する労働者の数が厚生労働省令で定める数未満のものに従事する労働者に

ついては、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働

者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者との書面による協定

があるときは、第三十二条第二項の規定にかかわらず、一日について十時間まで労働させることができる。 

２ 使用者は、前項の規定により労働者に労働させる場合においては、厚生労働省令で定めるところによ

り、当該労働させる一週間の各日の労働時間を、あらかじめ、当該労働者に通知しなければならない。 

３ 第三十二条の二第二項の規定は、第一項の協定について準用する。 

使用者は、労働時間が六時間を超える場合においては少くとも四十五分、八時間を超える場合において

は少くとも一時間の休憩時間を労働時間の途中に与えなければならない。 

２ 前項の休憩時間は、一斉に与えなければならない。ただし、当該事業場に、労働者の過半数で組織す

る労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合におい

ては労働者の過半数を代表する者との書面による協定があるときは、この限りでない。 

３ 使用者は、第一項の休憩時間を自由に利用させなければならない。 

災害その他避けることのできない事由によつて、臨時の必要がある場合においては、使用者は、行政官

庁の許可を受けて、その必要の限度において第三十二条から前条まで若しくは第四十条の労働時間を延長

し、又は第三十五条の休日に労働させることができる。ただし、事態急迫のために行政官庁の許可を受け

る暇がない場合においては、事後に遅滞なく届け出なければならない。 

２ 前項ただし書の規定による届出があつた場合において、行政官庁がその労働時間の延長又は休日の労

働を不適当と認めるときは、その後にその時間に相当する休憩又は休日を与えるべきことを、命ずるこ

とができる。 

３ 公務のために臨時の必要がある場合においては、第一項の規定にかかわらず、官公署の事業（別表第

一に掲げる事業を除く。）に従事する国家公務員及び地方公務員については、第三十二条から前条まで若

しくは第四十条の労働時間を延長し、又は第三十五条の休日に労働させることができる。 



○第３５条（休日） 

 

 

 

○第３６条（時間外及び休日の労働） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用者は、労働者に対して、毎週少くとも一回の休日を与えなければならない。 

２ 前項の規定は、四週間を通じ四日以上の休日を与える使用者については適用しない。 

使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労

働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者との書面による協

定をし、厚生労働省令で定めるところによりこれを行政官庁に届け出た場合においては、第三十二条から

第三十二条の五まで若しくは第四十条の労働時間（以下この条において「労働時間」という。）又は前条の

休日（以下この条において「休日」という。）に関する規定にかかわらず、その協定で定めるところによつ

て労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる。 

２ 前項の協定においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 この条の規定により労働時間を延長し、又は休日に労働させることができることとされる労働者の

範囲 

二 対象期間（この条の規定により労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる期間をいい、

一年間に限るものとする。第四号及び第六項第三号において同じ。） 

三 労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる場合 

四 対象期間における一日、一箇月及び一年のそれぞれの期間について労働時間を延長して労働させる

ことができる時間又は労働させることができる休日の日数 

五 労働時間の延長及び休日の労働を適正なものとするために必要な事項として厚生労働省令で定め

る事項 

３ 前項第四号の労働時間を延長して労働させることができる時間は、当該事業場の業務量、時間外労働

の動向その他の事情を考慮して通常予見される時間外労働の範囲内において、限度時間を超えない時間

に限る。 

４ 前項の限度時間は、一箇月について四十五時間及び一年について三百六十時間（第三十二条の四第一

項第二号の対象期間として三箇月を超える期間を定めて同条の規定により労働させる場合にあつては、

一箇月について四十二時間及び一年について三百二十時間）とする。 

５ 第一項の協定においては、第二項各号に掲げるもののほか、当該事業場における通常予見することの

できない業務量の大幅な増加等に伴い臨時的に第三項の限度時間を超えて労働させる必要がある場合

において、一箇月について労働時間を延長して労働させ、及び休日において労働させることができる時

間（第二項第四号に関して協定した時間を含め百時間未満の範囲内に限る。）並びに一年について労働時

間を延長して労働させることができる時間（同号に関して協定した時間を含め七百二十時間を超えない

範囲内に限る。）を定めることができる。この場合において、第一項の協定に、併せて第二項第二号の対

象期間において労働時間を延長して労働させる時間が一箇月について四十五時間（第三十二条の四第一

項第二号の対象期間として三箇月を超える期間を定めて同条の規定により労働させる場合にあつては、

一箇月について四十二時間）を超えることができる月数（一年について六箇月以内に限る。）を定めなけ

ればならない。 

６ 使用者は、第一項の協定で定めるところによつて労働時間を延長して労働させ、又は休日において労 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第３７条（時間外、休日及び深夜の割増賃金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

働させる場合であつても、次の各号に掲げる時間について、当該各号に定める要件を満たすものとしなけ

ればならない。 

一 坑内労働その他厚生労働省令で定める健康上特に有害な業務について、一日について労働時間を延

長して労働させた時間 二時間を超えないこと。 

二 一箇月について労働時間を延長して労働させ、及び休日において労働させた時間 百時間未満であ

ること。 

三 対象期間の初日から一箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の一箇月、二箇月、三箇月、

四箇月及び五箇月の期間を加えたそれぞれの期間における労働時間を延長して労働させ、及び休日に

おいて労働させた時間の一箇月当たりの平均時間 八十時間を超えないこと。 

７ 厚生労働大臣は、労働時間の延長及び休日の労働を適正なものとするため、第一項の協定で定める労

働時間の延長及び休日の労働について留意すべき事項、当該労働時間の延長に係る割増賃金の率その他

の必要な事項について、労働者の健康、福祉、時間外労働の動向その他の事情を考慮して指針を定める

ことができる。 

８ 第一項の協定をする使用者及び労働組合又は労働者の過半数を代表する者は、当該協定で労働時間の

延長及び休日の労働を定めるに当たり、当該協定の内容が前項の指針に適合したものとなるようにしな

ければならない。 

９ 行政官庁は、第七項の指針に関し、第一項の協定をする使用者及び労働組合又は労働者の過半数を代

表する者に対し、必要な助言及び指導を行うことができる。 

１０ 前項の助言及び指導を行うに当たつては、労働者の健康が確保されるよう特に配慮しなければなら

ない。 

１１ 第三項から第五項まで及び第六項（第二号及び第三号に係る部分に限る。）の規定は、新たな技術、

商品又は役務の研究開発に係る業務については適用しない。 

使用者が、第三十三条又は前条第一項の規定により労働時間を延長し、又は休日に労働させた場合にお

いては、その時間又はその日の労働については、通常の労働時間又は労働日の賃金の計算額の二割五分以

上五割以下の範囲内でそれぞれ政令で定める率以上の率で計算した割増賃金を支払わなければならない。

ただし、当該延長して労働させた時間が一箇月について六十時間を超えた場合においては、その超えた時

間の労働については、通常の労働時間の賃金の計算額の五割以上の率で計算した割増賃金を支払わなけれ

ばならない。 

２ 前項の政令は、労働者の福祉、時間外又は休日の労働の動向その他の事情を考慮して定めるものとす

る。 

３ 使用者が、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、労働者の

過半数で組織する労働組合がないときは労働者の過半数を代表する者との書面による協定により、第一

項ただし書の規定により割増賃金を支払うべき労働者に対して、当該割増賃金の支払に代えて、通常の

労働時間の賃金が支払われる休暇（第三十九条の規定による有給休暇を除く。）を厚生労働省令で定める

ところにより与えることを定めた場合において、当該労働者が当該休暇を取得したときは、当該労働者

の同項ただし書に規定する時間を超えた時間の労働のうち当該取得した休暇に対応するものとして厚

生 



 

 

 

 

 

 

 

 

○第３９条（年次有給休暇） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生労働省令で定める時間の労働については、同項ただし書の規定による割増賃金を支払うことを要しない。 

４ 使用者が、午後十時から午前五時まで（厚生労働大臣が必要であると認める場合においては、その定

める地域又は期間については午後十一時から午前六時まで）の間において労働させた場合においては、

その時間の労働については、通常の労働時間の賃金の計算額の二割五分以上の率で計算した割増賃金を

支払わなければならない。 

５ 第一項及び前項の割増賃金の基礎となる賃金には、家族手当、通勤手当その他厚生労働省令で定め賃

金は算入しない。 

使用者は、その雇入れの日から起算して六箇月間継続勤務し全労働日の八割以上出勤した労働者に対し

て、継続し、又は分割した十労働日の有給休暇を与えなければならない。 

２ 使用者は、一年六箇月以上継続勤務した労働者に対しては、雇入れの日から起算して六箇月を超えて

継続勤務する日（以下「六箇月経過日」という。）から起算した継続勤務年数一年ごとに、前項の日数に、

次の表の上欄に掲げる六箇月経過日から起算した継続勤務年数の区分に応じ同表の下欄に掲げる労働

日を加算した有給休暇を与えなければならない。ただし、継続勤務した期間を六箇月経過日から一年ご

とに区分した各期間（最後に一年未満の期間を生じたときは、当該期間）の初日の前日の属する期間に

おいて出勤した日数が全労働日の八割未満である者に対しては、当該初日以後の一年間においては有給

休暇を与えることを要しない。 

六箇月経過日から起算した継続勤務年数 労働日 

一年 一労働日 

二年 二労働日 

三年 四労働日 

四年 六労働日 

五年 八労働日 

六年以上 十労働日 

３ 次に掲げる労働者（一週間の所定労働時間が厚生労働省令で定める時間以上の者を除く。）の有給休暇

の日数については、前二項の規定にかかわらず、これらの規定による有給休暇の日数を基準とし、通常

の労働者の一週間の所定労働日数として厚生労働省令で定める日数（第一号において「通常の労働者の

週所定労働日数」という。）と当該労働者の一週間の所定労働日数又は一週間当たりの平均所定労働日数

との比率を考慮して厚生労働省令で定める日数とする。 

一 一週間の所定労働日数が通常の労働者の週所定労働日数に比し相当程度少ないものとして厚生労

働省令で定める日数以下の労働者 

二 週以外の期間によつて所定労働日数が定められている労働者については、一年間の所定労働日数

が、前号の厚生労働省令で定める日数に一日を加えた日数を一週間の所定労働日数とする労働者の一

年間の所定労働日数その他の事情を考慮して厚生労働省令で定める日数以下の労働者 

４ 使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、労働者の

過半数で組織する労働組合がないときは労働者の過半数を代表する者との書面による協定により、次に

掲げる事項を定めた場合において、第一号に掲げる労働者の範囲に属する労働者が有給休暇を時間を単 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

位として請求したときは、前三項の規定による有給休暇の日数のうち第二号に掲げる日数については、

これらの規定にかかわらず、当該協定で定めるところにより時間を単位として有給休暇を与えることが

できる。 

一 時間を単位として有給休暇を与えることができることとされる労働者の範囲 

二 時間を単位として与えることができることとされる有給休暇の日数（五日以内に限る。） 

三 その他厚生労働省令で定める事項 

５ 使用者は、前各項の規定による有給休暇を労働者の請求する時季に与えなければならない。ただし、

請求された時季に有給休暇を与えることが事業の正常な運営を妨げる場合においては、他の時季にこ 

れを与えることができる。 

６ 使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、

労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者との書面によ

る協定により、第一項から第三項までの規定による有給休暇を与える時季に関する定めをしたときは、

これらの規定による有給休暇の日数のうち五日を超える部分については、前項の規定にかかわらず、そ

の定めにより有給休暇を与えることができる。 

７ 使用者は、第一項から第三項までの規定による有給休暇（これらの規定により使用者が与えなければ

ならない有給休暇の日数が十労働日以上である労働者に係るものに限る。以下この項及び次項におい 

て同じ。）の日数のうち五日については、基準日（継続勤務した期間を六箇月経過日から一年ごとに区分

した各期間（最後に一年未満の期間を生じたときは、当該期間）の初日をいう。以下この項において同

じ。）から一年以内の期間に、労働者ごとにその時季を定めることにより与えなければならない。ただ

し、第一項から第三項までの規定による有給休暇を当該有給休暇に係る基準日より前の日から与えるこ

ととしたときは、厚生労働省令で定めるところにより、労働者ごとにその時季を定めることにより与え

なければならない。 

８ 前項の規定にかかわらず、第五項又は第六項の規定により第一項から第三項までの規定による有給休

暇を与えた場合においては、当該与えた有給休暇の日数（当該日数が五日を超える場合には、五日とす

る。）分については、時季を定めることにより与えることを要しない。 

９ 使用者は、第一項から第三項までの規定による有給休暇の期間又は第四項の規定による有給休暇の時

間については、就業規則その他これに準ずるもので定めるところにより、それぞれ、平均賃金若しくは

所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金又はこれらの額を基準として厚生労働省令で定め

るところにより算定した額の賃金を支払わなければならない。ただし、当該事業場に、労働者の過半数

で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場

合においては労働者の過半数を代表する者との書面による協定により、その期間又はその時間につい

て、それぞれ、健康保険法（大正十一年法律第七十号）第四十条第一項に規定する標準報酬月額の三十

分の一に相当する金額（その金額に、五円未満の端数があるときは、これを切り捨て、五円以上十円未

満の端数があるときは、これを十円に切り上げるものとする。）又は当該金額を基準として厚生労働省令

で定めるところにより算定した金額を支払う旨を定めたときは、これによらなければならない。 

１０ 労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のために休業した期間及び育児休業、介護休業等育

児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第二条第一号に規定する育児休業又は同条第二号に

規定する介護休業をした期間並びに産前産後の女性が第六十五条の規定によつて休業した期間は、第一 



 

 

○第５６条（最低年齢） 

 

 

 

 

 

 

 

○第６１条（深夜業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第６２条（危険有害業務の就業制限） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第６３条（坑内労働の禁止） 

 

 

使用者は、児童が満十五歳に達した日以後の最初の三月三十一日が終了するまで、これを使用してはな

らない。 

２ 前項の規定にかかわらず、別表第一第一号から第五号までに掲げる事業以外の事業に係る職業で、児

童の健康及び福祉に有害でなく、かつ、その労働が軽易なものについては、行政官庁の許可を受けて、

満十三歳以上の児童をその者の修学時間外に使用することができる。映画の製作又は演劇の事業につい

ては、満十三歳に満たない児童についても、同様とする。 

使用者は、満十八才に満たない者に、運転中の機械若しくは動力伝導装置の危険な部分の掃除、注油、

検査若しくは修繕をさせ、運転中の機械若しくは動力伝導装置にベルト若しくはロープの取付け若しくは

取りはずしをさせ、動力によるクレーンの運転をさせ、その他厚生労働省令で定める危険な業務に就かせ、

又は厚生労働省令で定める重量物を取り扱う業務に就かせてはならない。 

２ 使用者は、満十八才に満たない者を、毒劇薬、毒劇物その他有害な原料若しくは材料又は爆発性、発

火性若しくは引火性の原料若しくは材料を取り扱う業務、著しくじんあい若しくは粉末を飛散し、若し

くは有害ガス若しくは有害放射線を発散する場所又は高温若しくは高圧の場所における業務その他安

全、衛生又は福祉に有害な場所における業務に就かせてはならない。 

３ 前項に規定する業務の範囲は、厚生労働省令で定める。 

使用者は、満十八才に満たない者を坑内で労働させてはならない。 

 

使用者は、満十八才に満たない者を午後十時から午前五時までの間において使用してはならない。ただ

し、交替制によつて使用する満十六才以上の男性については、この限りでない。 

２ 厚生労働大臣は、必要であると認める場合においては、前項の時刻を、地域又は期間を限つて、午後

十一時及び午前六時とすることができる。 

３ 交替制によつて労働させる事業については、行政官庁の許可を受けて、第一項の規定にかかわらず午

後十時三十分まで労働させ、又は前項の規定にかかわらず午前五時三十分から労働させることができ

る。 

４ 前三項の規定は、第三十三条第一項の規定によつて労働時間を延長し、若しくは休日に労働させる場

合又は別表第一第六号、第七号若しくは第十三号に掲げる事業若しくは電話交換の業務については、適

用しない。 

５ 第一項及び第二項の時刻は、第五十六条第二項の規定によつて使用する児童については、第一項の時

刻は、午後八時及び午前五時とし、第二項の時刻は、午後九時及び午前六時とする。 

項及び第二項の規定の適用については、これを出勤したものとみなす。 



○第６４条の２（坑内業務の就業制限） 

 

 

 

 

 

 

○第６４条の３（危険有害業務の就業制限） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第６５条（産前産後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第６６条（産前産後） 

 

 

 

 

 

 

 

○第６７条（育児時間） 

 

 

 

 

使用者は、次の各号に掲げる女性を当該各号に定める業務に就かせてはならない。 

一 妊娠中の女性及び坑内で行われる業務に従事しない旨を使用者に申し出た産後一年を経過しない

女性 坑内で行われるすべての業務 

二 前号に掲げる女性以外の満十八歳以上の女性 坑内で行われる業務のうち人力により行われる掘

削の業務その他の女性に有害な業務として厚生労働省令で定めるもの 

使用者は、妊娠中の女性及び産後一年を経過しない女性（以下「妊産婦」という。）を、重量物を取り扱

う業務、有害ガスを発散する場所における業務その他妊産婦の妊娠、出産、哺育等に有害な業務に就かせ

てはならない。 

２ 前項の規定は、同項に規定する業務のうち女性の妊娠又は出産に係る機能に有害である業務につき、

厚生労働省令で、妊産婦以外の女性に関して、準用することができる。 

３ 前二項に規定する業務の範囲及びこれらの規定によりこれらの業務に就かせてはならない者の範囲

は、厚生労働省令で定める。 

使用者は、六週間（多胎妊娠の場合にあつては、十四週間）以内に出産する予定の女性が休業を請求し

た場合においては、その者を就業させてはならない。 

２ 使用者は、産後八週間を経過しない女性を就業させてはならない。ただし、産後六週間を経過した女

性が請求した場合において、その者について医師が支障がないと認めた業務に就かせることは、差し支

えない。 

３ 使用者は、妊娠中の女性が請求した場合においては、他の軽易な業務に転換させなければならない。 

使用者は、妊産婦が請求した場合においては、第三十二条の二第一項、第三十二条の四第一項及び第三

十二条の五第一項の規定にかかわらず、一週間について第三十二条第一項の労働時間、一日について同条

第二項の労働時間を超えて労働させてはならない。 

２ 使用者は、妊産婦が請求した場合においては、第三十三条第一項及び第三項並びに第三十六条第一項

の規定にかかわらず、時間外労働をさせてはならず、又は休日に労働させてはならない。 

３ 使用者は、妊産婦が請求した場合においては、深夜業をさせてはならない。 

生後満一年に達しない生児を育てる女性は、第三十四条の休憩時間のほか、一日二回各々少なくとも三

十分、その生児を育てるための時間を請求することができる。 

２ 使用者は、前項の育児時間中は、その女性を使用してはならない。 



○第１４１条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第４６条（一般事業主の対象障害者の雇入れに関する計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者雇用促進法 

 医業に従事する医師（医療提供体制の確保に必要な者として厚生労働省令で定める者に限る。）に関する

第三十六条の規定の適用については、当分の間、同条第二項第四号中「における一日、一箇月及び一年の

それぞれの期間について」とあるのは「における」とし、同条第三項中「限度時間」とあるのは「限度時

間並びに労働者の健康及び福祉を勘案して厚生労働省令で定める時間」とし、同条第五項及び第六項（第

二号及び第三号に係る部分に限る。）の規定は適用しない。 

２ 前項の場合において、第三十六条第一項の協定に、同条第二項各号に掲げるもののほか、当該事業場

における通常予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴い臨時的に前項の規定により読み替

えて適用する同条第三項の厚生労働省令で定める時間を超えて労働させる必要がある場合において、同

条第二項第四号に関して協定した時間を超えて労働させることができる時間（同号に関して協定した時

間を含め、同条第五項に定める時間及び月数並びに労働者の健康及び福祉を勘案して厚生労働省令で定

める時間を超えない範囲内に限る。）その他厚生労働省令で定める事項を定めることができる。 

３ 使用者は、第一項の場合において、第三十六条第一項の協定で定めるところによつて労働時間を延長

して労働させ、又は休日において労働させる場合であつても、同条第六項に定める要件並びに労働者の

健康及び福祉を勘案して厚生労働省令で定める時間を超えて労働させてはならない。 

４ 前三項の規定にかかわらず、医業に従事する医師については、令和六年三月三十一日（同日及びその

翌日を含む期間を定めている第三十六条第一項の協定に関しては、当該協定に定める期間の初日から起

算して一年を経過する日）までの間、同条第二項第四号中「一箇月及び」とあるのは、「一日を超え三箇

月以内の範囲で前項の協定をする使用者及び労働組合若しくは労働者の過半数を代表する者が定める

期間並びに」とし、同条第三項から第五項まで及び第六項（第二号及び第三号に係る部分に限る。）の規

定は適用しない。 

５ 第三項の規定に違反した者は、六箇月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

厚生労働大臣は、対象障害者の雇用を促進するため必要があると認める場合には、その雇用する対象障

害者である労働者の数が法定雇用障害者数未満である事業主（特定組合等及び前条第一項の認定に係る特

定事業主であるものを除く。以下この条及び次条において同じ。）に対して、対象障害者である労働者の数

がその法定雇用障害者数以上となるようにするため、厚生労働省令で定めるところにより、対象障害者の

雇入れに関する計画の作成を命ずることができる。 

２ 第四十五条の二第四項から第六項までの規定は、前項の対象障害者である労働者の数の算定について

準用する。 

３ 親事業主又は関係親事業主に係る第一項の規定の適用については、当該子会社及び当該関係会社が雇

用する労働者は当該親事業主のみが雇用する労働者と、当該関係子会社が雇用する労働者は当該関係親

事業主のみが雇用する労働者とみなす。 

４ 事業主は、第一項の計画を作成したときは、厚生労働省令で定めるところにより、これを厚生労働大 



 

 

 

 

 

 

○第４７条（一般事業主についての公表） 

 

 

 

 

 

 

○第９条（高年齢者雇用確保措置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第１０条（公表等） 

 

 

 

 

 

厚生労働大臣は、前条第一項の計画を作成した事業主が、正当な理由がなく、同条第五項又は第六項の

勧告に従わないときは、その旨を公表することができる。 

高齢者雇用促進法 

厚生労働大臣は、前条第一項の規定に違反している事業主に対し、必要な指導及び助言をすることがで

きる。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による指導又は助言をした場合において、その事業主がなお前条第一項

の規定に違反していると認めるときは、当該事業主に対し、高年齢者雇用確保措置を講ずべきことを勧

告することができる。 

３ 厚生労働大臣は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた者がこれに従わなか 

定年（六十五歳未満のものに限る。以下この条において同じ。）の定めをしている事業主は、その雇用す

る高年齢者の六十五歳までの安定した雇用を確保するため、次の各号に掲げる措置（以下「高年齢者雇用

確保措置」という。）のいずれかを講じなければならない。 

一 当該定年の引上げ 

二 継続雇用制度（現に雇用している高年齢者が希望するときは、当該高年齢者をその定年後も引き続

いて雇用する制度をいう。以下同じ。）の導入 

三 当該定年の定めの廃止 

２ 継続雇用制度には、事業主が、特殊関係事業主（当該事業主の経営を実質的に支配することが可能と

なる関係にある事業主その他の当該事業主と特殊の関係のある事業主として厚生労働省令で定める事

業主をいう。以下この項及び第十条の二第一項において同じ。）との間で、当該事業主の雇用する高年齢

者であつてその定年後に雇用されることを希望するものをその定年後に当該特殊関係事業主が引き続

いて雇用することを約する契約を締結し、当該契約に基づき当該高年齢者の雇用を確保する制度が含ま

れるものとする。 

３ 厚生労働大臣は、第一項の事業主が講ずべき高年齢者雇用確保措置の実施及び運用（心身の故障のた

め業務の遂行に堪えない者等の継続雇用制度における取扱いを含む。）に関する指針（次項において「指

針」という。）を定めるものとする。 

４ 第六条第三項及び第四項の規定は、指針の策定及び変更について準用する。 

臣に提出しなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

５ 厚生労働大臣は、第一項の計画が著しく不適当であると認めるときは、当該計画を作成した事業主に

対してその変更を勧告することができる。 

６ 厚生労働大臣は、特に必要があると認めるときは、第一項の計画を作成した事業主に対して、その適

正な実施に関し、勧告をすることができる。 



 

 

 

 

 

 

○第４条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第２４条の２ 

（派遣元事業主以外の労働者派遣事業を行う事業主からの労働者派遣の受入れの禁止） 

 

 

 

○第２６条（契約の内容等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働者派遣法 

つたときは、その旨を公表することができる。 

何人も、次の各号のいずれかに該当する業務について、労働者派遣事業を行つてはならない。 

一 港湾運送業務（港湾労働法（昭和六十三年法律第四十号）第二条第二号に規定する港湾運送の業務

及び同条第一号に規定する港湾以外の港湾において行われる当該業務に相当する業務として政令で

定める業務をいう。） 

二 建設業務（土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊若しくは解体の作業又

はこれらの作業の準備の作業に係る業務をいう。） 

三 警備業法（昭和四十七年法律第百十七号）第二条第一項各号に掲げる業務その他その業務の実施の

適正を確保するためには業として行う労働者派遣（次節並びに第二十三条第二項、第四項及び第五項

において単に「労働者派遣」という。）により派遣労働者に従事させることが適当でないと認められる

業務として政令で定める業務 

２ 厚生労働大臣は、前項第三号の政令の制定又は改正の立案をしようとするときは、あらかじめ、労働

政策審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 労働者派遣事業を行う事業主から労働者派遣の役務の提供を受ける者は、その指揮命令の下に当該労

働者派遣に係る派遣労働者を第一項各号のいずれかに該当する業務に従事させてはならない。 

労働者派遣の役務の提供を受ける者は、派遣元事業主以外の労働者派遣事業を行う事業主から、労働者

派遣の役務の提供を受けてはならない。 

労働者派遣契約（当事者の一方が相手方に対し労働者派遣をすることを約する契約をいう。以下同じ。）

の当事者は、厚生労働省令で定めるところにより、当該労働者派遣契約の締結に際し、次に掲げる事項を

定めるとともに、その内容の差異に応じて派遣労働者の人数を定めなければならない。 

一 派遣労働者が従事する業務の内容 

二 派遣労働者が労働者派遣に係る労働に従事する事業所の名称及び所在地その他派遣就業の場所並

びに組織単位（労働者の配置の区分であつて、配置された労働者の業務の遂行を指揮命令する職務上

の地位にある者が当該労働者の業務の配分に関して直接の権限を有するものとして厚生労働省令で

定めるものをいう。以下同じ。） 

三 労働者派遣の役務の提供を受ける者のために、就業中の派遣労働者を直接指揮命令する者に関する

事項 

四 労働者派遣の期間及び派遣就業をする日 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

五 派遣就業の開始及び終了の時刻並びに休憩時間 

六 安全及び衛生に関する事項 

七 派遣労働者から苦情の申出を受けた場合における当該申出を受けた苦情の処理に関する事項 

八 派遣労働者の新たな就業の機会の確保、派遣労働者に対する休業手当（労働基準法（昭和二十二年

法律第四十九号）第二十六条の規定により使用者が支払うべき手当をいう。第二十九条の二において

同じ。）等の支払に要する費用を確保するための当該費用の負担に関する措置その他の労働者派遣契

約の解除に当たつて講ずる派遣労働者の雇用の安定を図るために必要な措置に関する事項 

九 労働者派遣契約が紹介予定派遣に係るものである場合にあつては、当該職業紹介により従事すべき

業務の内容及び労働条件その他の当該紹介予定派遣に関する事項 

十 前各号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項 

２ 前項に定めるもののほか、派遣元事業主は、労働者派遣契約であつて海外派遣に係るものの締結に際

しては、厚生労働省令で定めるところにより、当該海外派遣に係る役務の提供を受ける者が次に掲げる

措置を講ずべき旨を定めなければならない。 

一 第四十一条の派遣先責任者の選任 

二 第四十二条第一項の派遣先管理台帳の作成、同項各号に掲げる事項の当該台帳への記載及び同条第

三項の厚生労働省令で定める条件に従つた通知 

三 その他厚生労働省令で定める当該派遣就業が適正に行われるため必要な措置 

３ 派遣元事業主は、第一項の規定により労働者派遣契約を締結するに当たつては、あらかじめ、当該契

約の相手方に対し、第五条第一項の許可を受けている旨を明示しなければならない。 

４ 派遣元事業主から新たな労働者派遣契約に基づく労働者派遣（第四十条の二第一項各号のいずれかに

該当するものを除く。次項において同じ。）の役務の提供を受けようとする者は、第一項の規定により当

該労働者派遣契約を締結するに当たつては、あらかじめ、当該派遣元事業主に対し、当該労働者派遣の

役務の提供が開始される日以後当該労働者派遣の役務の提供を受けようとする者の事業所その他派遣就

業の場所の業務について同条第一項の規定に抵触することとなる最初の日を通知しなければならない。 

５ 派遣元事業主は、新たな労働者派遣契約に基づく労働者派遣の役務の提供を受けようとする者から前

項の規定による通知がないときは、当該者との間で、当該者の事業所その他派遣就業の場所の業務に係

る労働者派遣契約を締結してはならない。 

６ 労働者派遣（紹介予定派遣を除く。）の役務の提供を受けようとする者は、労働者派遣契約の締結に際

し、当該労働者派遣契約に基づく労働者派遣に係る派遣労働者を特定することを目的とする行為をしな

いように努めなければならない。 

７ 労働者派遣の役務の提供を受けようとする者は、第一項の規定により労働者派遣契約を締結するに当

たつては、あらかじめ、派遣元事業主に対し、厚生労働省令で定めるところにより、当該労働者派遣に

係る派遣労働者が従事する業務ごとに、比較対象労働者の賃金その他の待遇に関する情報その他の厚生

労働省令で定める情報を提供しなければならない。 

８ 前項の「比較対象労働者」とは、当該労働者派遣の役務の提供を受けようとする者に雇用される通常

の労働者であつて、その業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度（以下「職務の内容」という。）並び

に当該職務の内容及び配置の変更の範囲が、当該労働者派遣に係る派遣労働者と同一であると見込まれ

るものその他の当該派遣労働者と待遇を比較すべき労働者として厚生労働省令で定めるものをいう。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第４０条（適正な派遣就業の確保等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第４０条の２（労働者派遣の役務の提供を受ける期間） 

 

 

 

 

９ 派遣元事業主は、労働者派遣の役務の提供を受けようとする者から第七項の規定による情報の提供が

ないときは、当該者との間で、当該労働者派遣に係る派遣労働者が従事する業務に係る労働者派遣契約

を締結してはならない。 

１０ 派遣先は、第七項の情報に変更があつたときは、遅滞なく、厚生労働省令で定めるところにより、

派遣元事業主に対し、当該変更の内容に関する情報を提供しなければならない。 

１１ 労働者派遣の役務の提供を受けようとする者及び派遣先は、当該労働者派遣に関する料金の額につ

いて、派遣元事業主が、第三十条の四第一項の協定に係る労働者派遣以外の労働者派遣にあつては第三

十条の三の規定、同項の協定に係る労働者派遣にあつては同項第二号から第五号までに掲げる事項に関

する協定の定めを遵守することができるものとなるように配慮しなければならない。 

派遣先は、その指揮命令の下に労働させる派遣労働者から当該派遣就業に関し、苦情の申出を受けたと

きは、当該苦情の内容を当該派遣元事業主に通知するとともに、当該派遣元事業主との密接な連携の下に、

誠意をもつて、遅滞なく、当該苦情の適切かつ迅速な処理を図らなければならない。 

２ 派遣先は、その指揮命令の下に労働させる派遣労働者について、当該派遣労働者を雇用する派遣元事

業主からの求めに応じ、当該派遣労働者が従事する業務と同種の業務に従事するその雇用する労働者が

従事する業務の遂行に必要な能力を付与するための教育訓練については、当該派遣労働者が当該業務に

必要な能力を習得することができるようにするため、当該派遣労働者が既に当該業務に必要な能力を有

している場合その他厚生労働省令で定める場合を除き、当該派遣労働者に対しても、これを実施する等

必要な措置を講じなければならない。 

３ 派遣先は、当該派遣先に雇用される労働者に対して利用の機会を与える福利厚生施設であつて、業務

の円滑な遂行に資するものとして厚生労働省令で定めるものについては、その指揮命令の下に労働させ

る派遣労働者に対しても、利用の機会を与えなければならない。 

４ 前三項に定めるもののほか、派遣先は、その指揮命令の下に労働させる派遣労働者について、当該派

遣就業が適正かつ円滑に行われるようにするため、適切な就業環境の維持、診療所等の施設であつて現

に当該派遣先に雇用される労働者が通常利用しているもの（前項に規定する厚生労働省令で定める福利

厚生施設を除く。）の利用に関する便宜の供与等必要な措置を講ずるように配慮しなければならない。 

５ 派遣先は、第三十条の二、第三十条の三、第三十条の四第一項及び第三十一条の二第四項の規定によ

る措置が適切に講じられるようにするため、派遣元事業主の求めに応じ、当該派遣先に雇用される労働

者に関する情報、当該派遣労働者の業務の遂行の状況その他の情報であつて当該措置に必要なものを提

供する等必要な協力をするように配慮しなければならない。 

派遣先は、当該派遣先の事業所その他派遣就業の場所ごとの業務について、派遣元事業主から派遣可能

期間を超える期間継続して労働者派遣の役務の提供を受けてはならない。ただし、当該労働者派遣が次の

各号のいずれかに該当するものであるときは、この限りでない。 

一 無期雇用派遣労働者に係る労働者派遣 

二 雇用の機会の確保が特に困難である派遣労働者であつてその雇用の継続等を図る必要があると認 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

められるものとして厚生労働省令で定める者に係る労働者派遣 

三 次のイ又はロに該当する業務に係る労働者派遣 

イ 事業の開始、転換、拡大、縮小又は廃止のための業務であつて一定の期間内に完了することが予

定されているもの 

ロ その業務が一箇月間に行われる日数が、当該派遣就業に係る派遣先に雇用される通常の労働者の

一箇月間の所定労働日数に比し相当程度少なく、かつ、厚生労働大臣の定める日数以下である業務 

四 当該派遣先に雇用される労働者が労働基準法第六十五条第一項及び第二項の規定により休業し、並

びに育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成三年法律第七十

六号）第二条第一号に規定する育児休業をする場合における当該労働者の業務その他これに準ずる場

合として厚生労働省令で定める場合における当該労働者の業務に係る労働者派遣 

五 当該派遣先に雇用される労働者が育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律第二条第二号に規定する介護休業をし、及びこれに準ずる休業として厚生労働省令で定める

休業をする場合における当該労働者の業務に係る労働者派遣 

２ 前項の派遣可能期間（以下「派遣可能期間」という。）は、三年とする。 

３ 派遣先は、当該派遣先の事業所その他派遣就業の場所ごとの業務について、派遣元事業主から三年を

超える期間継続して労働者派遣（第一項各号のいずれかに該当するものを除く。以下この項において同

じ。）の役務の提供を受けようとするときは、当該派遣先の事業所その他派遣就業の場所ごとの業務に係

る労働者派遣の役務の提供が開始された日（この項の規定により派遣可能期間を延長した場合にあつて

は、当該延長前の派遣可能期間が経過した日）以後当該事業所その他派遣就業の場所ごとの業務につい

て第一項の規定に抵触することとなる最初の日の一月前の日までの間（次項において「意見聴取期間」

という。）に、厚生労働省令で定めるところにより、三年を限り、派遣可能期間を延長することができる。

当該延長に係る期間が経過した場合において、これを更に延長しようとするときも、同様とする。 

４ 派遣先は、派遣可能期間を延長しようとするときは、意見聴取期間に、厚生労働省令で定めるところ

により、過半数労働組合等（当該派遣先の事業所に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合に

おいてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代

表する者をいう。次項において同じ。）の意見を聴かなければならない。 

５ 派遣先は、前項の規定により意見を聴かれた過半数労働組合等が異議を述べたときは、当該事業所そ

の他派遣就業の場所ごとの業務について、延長前の派遣可能期間が経過することとなる日の前日まで

に、当該過半数労働組合等に対し、派遣可能期間の延長の理由その他の厚生労働省令で定める事項につ

いて説明しなければならない。 

６ 派遣先は、第四項の規定による意見の聴取及び前項の規定による説明を行うに当たつては、この法律

の趣旨にのつとり、誠実にこれらを行うように努めなければならない。 

７ 派遣先は、第三項の規定により派遣可能期間を延長したときは、速やかに、当該労働者派遣をする派

遣元事業主に対し、当該事業所その他派遣就業の場所ごとの業務について第一項の規定に抵触すること

となる最初の日を通知しなければならない。 

８ 厚生労働大臣は、第一項第二号、第四号若しくは第五号の厚生労働省令の制定又は改正をしようとす

るときは、あらかじめ、労働政策審議会の意見を聴かなければならない。 



 

○第４０条の３ 

 

 

 

 

 

○第４０条の９（離職した労働者についての労働者派遣の役務の提供の受入れの禁止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第４４条（労働基準法の適用に関する特例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働基準法第九条に規定する事業（以下この節において単に「事業」という。）の事業主（以下この条に

おいて単に「事業主」という。）に雇用され、他の事業主の事業における派遣就業のために当該事業に派遣

されている同条に規定する労働者（同居の親族のみを使用する事業に使用される者及び家事使用人を除

く。）であつて、当該他の事業主（以下この条において「派遣先の事業主」という。）に雇用されていない

もの（以下この節において「派遣中の労働者」という。）の派遣就業に関しては、当該派遣中の労働者が派

遣されている事業（以下この節において「派遣先の事業」という。）もまた、派遣中の労働者を使用する事 

業とみなして、同法第三条、第五条及び第六十九条の規定（これらの規定に係る罰則の規定を含む。）を適

用する。 

２ 派遣中の労働者の派遣就業に関しては、派遣先の事業のみを、派遣中の労働者を使用する事業とみな

して、労働基準法第七条、第三十二条、第三十二条の二第一項、第三十二条の三第一項、第三十二条の

四第一項から第三項まで、第三十三条から第三十五条まで、第三十六条第一項及び第六項、第四十条、

第四十一条、第六十条から第六十三条まで、第六十四条の二、第六十四条の三、第六十六条から第六十

八条まで並びに第百四十一条第三項の規定並びに当該規定に基づいて発する命令の規定（これらの規定

に係る罰則の規定を含む。）を適用する。この場合において、同法第三十二条の二第一項中「当該事業場

に」とあるのは「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（以下「労

働者派遣法」という。）第四十四条第三項に規定する派遣元の使用者（以下単に「派遣元の使用者」とい

う。）が、当該派遣元の事業（同項に規定する派遣元の事業をいう。以下同じ。）の事業場に」と、同法

第三十二条の三第一項中「就業規則その他これに準ずるものにより、」とあるのは「派遣元の使用者が就

業規則その他これに準ずるものにより」と、「とした労働者」とあるのは「とした労働者であつて、当該

労働者に係る労働者派遣法第二十六条第一項に規定する労働者派遣契約に基づきこの条の規定による

労働時間により労働させることができるもの」と、「当該事業場の」とあるのは「派遣元の使用者が、当

該派遣元の事業の事業場の」と、同法第三十二条の四第一項及び第二項中「当該事業場に」とあるのは

遣元の使用者が、当 

派遣先は、前条第三項の規定により派遣可能期間が延長された場合において、当該派遣先の事業所その

他派遣就業の場所における組織単位ごとの業務について、派遣元事業主から三年を超える期間継続して同

一の派遣労働者に係る労働者派遣（同条第一項各号のいずれかに該当するものを除く。）の役務の提供を受

けてはならない。 

派遣先は、労働者派遣の役務の提供を受けようとする場合において、当該労働者派遣に係る派遣労働者

が当該派遣先を離職した者であるときは、当該離職の日から起算して一年を経過する日までの間は、当該

派遣労働者（雇用の機会の確保が特に困難であり、その雇用の継続等を図る必要があると認められる者と

して厚生労働省令で定める者を除く。）に係る労働者派遣の役務の提供を受けてはならない。 

２ 派遣先は、第三十五条第一項の規定による通知を受けた場合において、当該労働者派遣の役務の提供

を受けたならば前項の規定に抵触することとなるときは、速やかに、その旨を当該労働者派遣をしよう

とする派遣元事業主に通知しなければならない。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「派該派遣元の事業の事業場に」と、同法第三十六条第一項中「当該事業場に」とあるのは「派遣元の

使用者が、当該派遣元の事業の事業場に」と、「協定をし、」とあるのは「協定をし、及び」とする。 

３ 労働者派遣をする事業主の事業（以下この節において「派遣元の事業」という。）の労働基準法第十条

に規定する使用者（以下この条において「派遣元の使用者」という。）は、労働者派遣をする場合であつ

て、前項の規定により当該労働者派遣の役務の提供を受ける事業主の事業の同条に規定する使用者とみ

なされることとなる者が当該労働者派遣に係る労働者派遣契約に定める派遣就業の条件に従つて当該

労働者派遣に係る派遣労働者を労働させたならば、同項の規定により適用される同法第三十二条、第三

十四条、第三十五条、第三十六条第六項、第四十条、第六十一条から第六十三条まで、第六十四条の二、

第六十四条の三若しくは第百四十一条第三項の規定又はこれらの規定に基づいて発する命令の規定（次

項において「労働基準法令の規定」という。）に抵触することとなるときにおいては、当該労働者派遣を

してはならない。 

４ 派遣元の使用者が前項の規定に違反したとき（当該労働者派遣に係る派遣中の労働者に関し第二項の

規定により当該派遣先の事業の労働基準法第十条に規定する使用者とみなされる者において当該労働

基準法令の規定に抵触することとなつたときに限る。）は、当該派遣元の使用者は当該労働基準法令の規

定に違反したものとみなして、同法第百十八条、第百十九条及び第百二十一条の規定を適用する。 

５ 前各項の規定による労働基準法の特例については、同法第三十八条の二第二項中「当該事業場」とあ

るのは「当該事業場（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和

六十年法律第八十八号。以下「労働者派遣法」という。）第二十三条の二に規定する派遣就業にあつては、

労働者派遣法第四十四条第三項に規定する派遣元の事業の事業場）」と、同法第三十八条の三第一項中

「就かせたとき」とあるのは「就かせたとき（派遣先の使用者（労働者派遣法第四十四条第一項又は第

二項の規定により同条第一項に規定する派遣先の事業の第十条に規定する使用者とみなされる者をい

う。以下同じ。）が就かせたときを含む。）」と、同法第九十九条第一項から第三項まで、第百条第一項及

び第三項並びに第百四条の二中「この法律」とあるのは「この法律及び労働者派遣法第四十四条の規定」

と、同法第百一条第一項、第百四条第二項、第百四条の二、第百五条の二、第百六条第一項及び第百九

条中「使用者」とあるのは「使用者（派遣先の使用者を含む。）」と、同法第百二条中「この法律違反の

罪」とあるのは「この法律（労働者派遣法第四十四条の規定により適用される場合を含む。）の違反の罪

（同条第四項の規定による第百十八条、第百十九条及び第百二十一条の罪を含む。）」と、同法第百四条

第一項中「この法律又はこの法律に基いて発する命令」とあるのは「この法律若しくはこの法律に基づ

いて発する命令の規定（労働者派遣法第四十四条の規定により適用される場合を含む。）又は同条第三項

の規定」と、同法第百六条第一項中「この法律」とあるのは「この法律（労働者派遣法第四十四条の規

定を含む。以下この項において同じ。）」と、「協定並びに第三十八条の四第一項及び同条第五項（第四十

一条の二第三項において準用する場合を含む。）並びに第四十一条の二第一項に規定する決議」とあるの

は「協定並びに第三十八条の四第一項及び同条第五項（第四十一条の二第三項において準用する場合を

含む。）並びに第四十一条の二第一項に規定する決議（派遣先の使用者にあつては、この法律及びこれに

基づく命令の要旨）」と、同法第百十二条中「この法律及びこの法律に基いて発する命令」とあるのは「こ

の法律及びこの法律に基づいて発する命令の規定（労働者派遣法第四十四条の規定により適用される場

合を含む。）並びに同条第三項の規定」として、これらの規定（これらの規定に係る罰則の規定を含む。）

を適用する。 



 

 

 

○第４８条（指導及び助言等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第４９条の２（公表等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第５条の３（等の明示） 

 

 

 

厚生労働大臣は、労働者派遣の役務の提供を受ける者が、第四条第三項、第二十四条の二、第二十六条

第七項若しくは第十項、第四十条第二項若しくは第三項、第四十条の二第一項、第四項若しくは第五項、

第四十条の三若しくは第四十条の九第一項の規定に違反しているとき、又はこれらの規定に違反して第四

十八条第一項の規定による指導若しくは助言を受けたにもかかわらずなおこれらの規定に違反するおそ

れがあると認めるときは、当該労働者派遣の役務の提供を受ける者に対し、第四条第三項、第二十四条の

二、第二十六条第七項若しくは第十項、第四十条第二項若しくは第三項、第四十条の二第一項、第四項若

しくは第五項、第四十条の三若しくは第四十条の九第一項の規定に違反する派遣就業を是正するために必

要な措置又は当該派遣就業が行われることを防止するために必要な措置をとるべきことを勧告すること

ができる。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた者がこれに従わなか

つたときは、その旨を公表することができる。 

職業安定法 

公共職業安定所、特定地方公共団体及び職業紹介事業者、労働者の募集を行う者及び募集受託者並びに

労働者供給事業者は、それぞれ、職業紹介、労働者の募集又は労働者供給に当たり、求職者、募集に応じ

て労働者になろうとする者又は供給される労働者に対し、その者が従事すべき業務の内容及び賃金、労働

時間その他の労働条件を明示しなければならない。 

６ この条の規定により労働基準法及び同法に基づいて発する命令の規定を適用する場合における技術 

的読替えその他必要な事項は、命令で定める。 

厚生労働大臣は、この法律（第三章第四節の規定を除く。第四十九条の三第一項、第五十条及び第五十

一条第一項において同じ。）の施行に関し必要があると認めるときは、労働者派遣をする事業主及び労働者

派遣の役務の提供を受ける者に対し、労働者派遣事業の適正な運営又は適正な派遣就業を確保するために

必要な指導及び助言をすることができる。 

２ 厚生労働大臣は、労働力需給の適正な調整を図るため、労働者派遣事業が専ら労働者派遣の役務を特

定の者に提供することを目的として行われている場合（第七条第一項第一号の厚生労働省令で定める場

合を除く。）において必要があると認めるときは、当該派遣元事業主に対し、当該労働者派遣事業の目的

及び内容を変更するように勧告することができる。 

３ 厚生労働大臣は、第二十三条第三項、第二十三条の二又は第三十条第二項の規定により読み替えて適

用する同条第一項の規定に違反した派遣元事業主に対し、第一項の規定による指導又は助言をした場合

において、当該派遣元事業主がなお第二十三条第三項、第二十三条の二又は第三十条第二項の規定によ

り読み替えて適用する同条第一項の規定に違反したときは、当該派遣元事業主に対し、必要な措置をと

るべきことを指示することができる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第５条の６（求人の申込み） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第４８条の３（改善命令等） 

２ 求人者は求人の申込みに当たり公共職業安定所、特定地方公共団体又は職業紹介事業者に対し、労働

者供給を受けようとする者はあらかじめ労働者供給事業者に対し、それぞれ、求職者又は供給される労

働者が従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければならない。 

３ 求人者、労働者の募集を行う者及び労働者供給を受けようとする者（供給される労働者を雇用する場

合に限る。）は、それぞれ、求人の申込みをした公共職業安定所、特定地方公共団体若しくは職業紹介事

業者の紹介による求職者、募集に応じて労働者になろうとする者又は供給される労働者と労働契約を締

結しようとする場合であつて、これらの者に対して第一項の規定により明示された従事すべき業務の内

容及び賃金、労働時間その他の労働条件（以下この項において「従事すべき業務の内容等」という。）を

変更する場合その他厚生労働省令で定める場合は、当該契約の相手方となろうとする者に対し、当該変

更する従事すべき業務の内容等その他厚生労働省令で定める事項を明示しなければならない。 

４ 前三項の規定による明示は、賃金及び労働時間に関する事項その他の厚生労働省令で定める事項につ

いては、厚生労働省令で定める方法により行わなければならない。 

公共職業安定所、特定地方公共団体及び職業紹介事業者は、求人の申込みは全て受理しなければならな

い。ただし、次の各号のいずれかに該当する求人の申込みは受理しないことができる。 

一 その内容が法令に違反する求人の申込み 

二 その内容である賃金、労働時間その他の労働条件が通常の労働条件と比べて著しく不適当であると

認められる求人の申込み 

三 労働に関する法律の規定であつて政令で定めるものの違反に関し、法律に基づく処分、公表その他

の措置が講じられた者（厚生労働省令で定める場合に限る。）からの求人の申込み 

四 第五条の三第二項の規定による明示が行われない求人の申込み 

五 次に掲げるいずれかの者からの求人の申込み 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号に規

定する暴力団員（以下この号及び第三十二条において「暴力団員」という。） 

ロ 法人であつて、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。第

三十二条において同じ。）のうちに暴力団員があるもの 

ハ 暴力団員がその事業活動を支配する者 

六 正当な理由なく次項の規定による求めに応じない者からの求人の申込み 

２ 公共職業安定所、特定地方公共団体及び職業紹介事業者は、求人の申込みが前項各号に該当するかど

うかを確認するため必要があると認めるときは、当該求人者に報告を求めることができる。 

３ 求人者は、前項の規定による求めがあつたときは、正当な理由がない限り、その求めに応じなければ

ならない。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第４条（最低賃金の効力） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最低賃金法 

使用者は、最低賃金の適用を受ける労働者に対し、その最低賃金額以上の賃金を支払わなければならな

い。 

２ 最低賃金の適用を受ける労働者と使用者との間の労働契約で最低賃金額に達しない賃金を定めるも

のは、その部分については無効とする。この場合において、無効となつた部分は、最低賃金と同様の定

をしたものとみなす。 

３ 次に掲げる賃金は、前二項に規定する賃金に算入しない。 

一 一月をこえない期間ごとに支払われる賃金以外の賃金で厚生労働省令で定めるもの 

二 通常の労働時間又は労働日の賃金以外の賃金で厚生労働省令で定めるもの 

三 当該最低賃金において算入しないことを定める賃金 

４ 第一項及び第二項の規定は、労働者がその都合により所定労働時間若しくは所定労働日の労働をしな

かつた場合又は使用者が正当な理由により労働者に所定労働時間若しくは所定労働日の労働をさせな

かつた場合において、労働しなかつた時間又は日に対応する限度で賃金を支払わないことを妨げるもの

ではない。 

 厚生労働大臣は、職業紹介事業者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集情報等提供事業を行う者

又は労働者供給事業者が、その業務に関しこの法律の規定又はこれに基づく命令の規定に違反した場合に

おいて、当該業務の適正な運営を確保するために必要があると認めるときは、これらの者に対し、当該業

務の運営を改善するために必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

２ 厚生労働大臣は、求人者又は労働者供給を受けようとする者が、第五条の三第二項若しくは第三項の

規定に違反しているとき、若しくは第五条の五第三項の規定による求めに対して事実に相違する報告を

したとき、又はこれらの規定に違反して前条の規定による指導若しくは助言を受けたにもかかわらずな

おこれらの規定に違反するおそれがあると認めるときは、当該求人者又は労働者供給を受けようとする

者に対し、第五条の三第二項若しくは第三項又は第五条の五第三項の規定の違反を是正するために必要

な措置又はその違反を防止するために必要な措置を執るべきことを勧告することができる。 

３ 厚生労働大臣は、労働者の募集を行う者に対し第一項の規定による命令をした場合又は前項の規定に

よる勧告をした場合において、当該命令又は勧告を受けた者がこれに従わなかつたときは、その旨を公

表することができる。 


